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中圧Ｂのガス遮断弁の製品の性質、これを踏まえた需要者の製品導入に至る過程、これら
の諸要素と製品の形態自体の関係などに照らすと、需要者はその出所について慎重に確認
したうえで製品を購入するところ、仮に需要者が当該製品の形態から特定の出所を想起し
得るとしても、相応の期間と調整を要する取引の過程で容易にその出所を識別できるため、
当該製品の形態から想起し得る出所自体が需要者の購買行動に与える影響は極めて限定的
であるから、そのような取引の実情の下では混同を生ずるおそれはないと判示した事例

―ガスバルブ事件―
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Ｘ（原告・控訴人）は製造業などを営むドイツ法人である。
Ｘはその名称を「中圧Ｂ供給用ガス遮断弁ユニットVGUシ
リーズVGU30」および「同VGU10」とする製品（Ｘ製品）
を販売している。Ｘ製品は昭和60年に訴外Ａの販売代理店で
ある訴外Ｂにより日本における販売が開始されたものであ
る。Ａのガスバルブ事業は平成10年ごろに訴外Ｃに譲渡され、
Ｃは平成22年にＸに吸収合併された。

Ｙ（被告・被控訴人）は空気圧関連機器などの製造・販売
などを目的とする株式会社である。Ｙはその名称を「中圧ガ
ス複合弁GRVシリーズGRV-2」および「同GRV-1」とする
製品（Ｙ製品）を販売しており、その製造・販売は平成31年
４月ごろに開始された。

Ｘ製品およびＹ製品は、ガスバルブ本体とそれに組み合わ
せるアクチュエータ（供給ガスの遮断、圧力制御および空燃
比制御に使用する弁の制御装置）を一体化したものであり、
事業用の比較的高圧な中圧Ｂを使用するボイラーやバーナー
の自動遮断弁（中圧Ｂのガス遮断弁）であって、大規模な商
業施設や工場の暖房・熱源設備用に用いられる。なお、Ｙ製
品の重量は25 ～ 26kgであり、その価格は50万円前後である。

中圧Ｂ（0.1Mpa以上0.3Mpa未満）ガスは都市ガスのなか
でも大規模な商業施設や工場へ供給されるものである。自動
遮断弁は、ガスボイラーの運転停止やその異常燃焼またはガ
ス圧力の異常などが検知された際に、ボイラーから検知部へ
の通電停止信号を受け、ガスの流れを遮断するものである。

Ｘ製品は昭和60年の発売開始から10年程度市場に競合品
がない状態であった。また、Ｙが平成６年ごろに旧製品の販
売を開始したにもかかわらず、その後もＸ製品は中圧Ｂガス
供給用のガスバルブ市場において圧倒的なシェアを維持して
いる。もっとも、ＸはＸ製品に係るテレビCMやチラシを使
用した宣伝を行っていない。Ｘ製品は、訴外Ｄのウェブサイ
トで紹介されており、同ウェブサイトではＸ製品の写真が掲
載されているものの、特にその形態は強調されていない。

Ｙ製品は、Ｘ製品の性能やそのアフターサービスに不満を
持つ顧客からの要望を受け、Ｘ製品の互換品として開発・販
売されるに至ったものである。Ｙ製品購入時は、専用のシス
テムや文書で、製造者名のほか、型式・型番・品番および価
格を特定して発注しなければならず、納品後も検品が必要に
なる。また、Ｙ製品を実際に使用する際は、配管への接続だ
けでなく、ボイラーの電力出力部とＹ製品の制御部の電気的
な接続作業や、調整および試運転などが必須とされる。さら
に、Ｙ製品のパンフレットでは、表紙の約３分の１のスペー
スをＹ製品の写真が占めているものの、「おもな特長」とし
ては「大流量・省スペース」といった点が強調されているに
すぎず、その形態には言及されていない。

本件は、ＸがＹに対し、Ｘ製品の形態はＸの商品等表示と
して需要者の間に広く認識されているものに該当し、ＹがＹ
製品を製造または販売する行為は、上記商品等表示と類似の

◆事案の概要

Ｘ製品（VGU30） Ｙ製品（GRV-2）
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商品等表示を使用するものであるから不正競争防止法（以下、
不）２条１項１号所定の混同惹

じゃっ

起
き

行為に該当するとして、Ｙ
製品の製造などの差止めならびにＹ製品およびその製造など
に用いられる金型などの機具の廃棄を求めた事案である。

本件訴訟の主要な争点は、①Ｘ製品が不２条１項１号所定
の商品等表示に該当するか否か、②Ｘ製品とＹ製品は類似す
るか否か、③混同のおそれがあるか否かである。

原審（東京地判令和４年12月23日）※１は、Ｘ製品の形態は
不２条１項１号所定の商品等表示に該当せず、仮にそれが商
品等表示に当たるとしても、需要者はＸ製品とＹ製品の間で
混同を生じないから、Ｙの行為は混同惹起行為に該当しない
として、Ｘの請求を棄却した。Ｘがこれを不服として原判決
の取り消しなどを求めたのが本件控訴審である。

◆判旨－控訴棄却－
「前記認定事実……によると、Ｘ製品及びＹ製品は、いず

れも、都市ガスのうち比較的高圧であり、主として事業の用
途に使用される中圧Ｂガスを用いるボイラー又はバーナーの
自動遮断弁（中圧Ｂのガス遮断弁）である。その需要者は、
当該ボイラー又はバーナーの販売等を業とする専門事業者で
あって、日本国内には約30社が存在する。したがって、Ｘ製
品とＹ製品の需要者は共通しているといえる。

もっとも、中圧Ｂのガス遮断弁に不具合が生じた場合には、
これを用いたボイラー又はバーナーを設置する工場や商業施
設の稼働等に多大な支障が生じるおそれがあることから、中
圧Ｂのガス遮断弁の需要者は、製品自体の安全性及び信頼性
を重視し、製品内部の動作や構造についても詳細な情報を要
求して、２、３年をかけてテストを繰り返しながら導入の採
否を検討するというのであり、このような製品の性質からす
ると、需要者は、製品の製造元及び販売元が誰であり、その
者自体の信用や、購入後のサポート体制等も熟慮した上で購
入を決定するものと考えられる。実際に、Ｙ製品を購入する
には、専用システム又は文書により、製造者名、型式、型番、
品番及び価格を特定して発注し、発注後も、検品、配管への
接続、電気的接続作業、調整、試運転等を要するものとされ
ているところである。他方で、Ｘ製品が紹介されているホー
ムページやＹ製品が紹介されているカタログにおいても、特
段、製品の形態につき言及され又は強調されているというこ
とはない。

このような中圧Ｂのガス遮断弁の製品の性質、これを踏ま

えた需要者及び販売者の製品導入に至る過程、これらの諸要
素と製品の形態自体の関係等に照らすと、需要者は、取引に
際して、当該製品の安全性及び信頼性のほか、その出所（製
造元及び販売元）についても慎重に確認した上で製品を購入
するといえ、仮に、需要者が、製品の形態から特定の出所を
想起し得るとしても、相応の期間と調整を要する取引の過程
において、容易にその取引先すなわち出所（製造元及び販売
元）を識別するに至るといえるから、製品の形態から想起し
得る出所自体が需要者の購買行動に与える影響は極めて限定
的というべきである。このような取引の実情の下においては、
Ｙ製品が、その形態によって、需要者をして、Ｙ製品はＸが
製造した製品であると誤信するおそれがあるとか、Ｙ製品を
製造又は販売する者とＸとの間に許諾その他の緊密な関係が
あると誤信するおそれがあると認めることはできない」
「Ｘは、①Ｘ製品は20年以上の長きにもわたって『シーメ

ンスのガスバルブ』という唯一無二の存在として需要者に認
知され、市場におけるシェアが推定で100パーセント近くを
維持してきたことなどからすれば、業界の事情に精通した需
要者は、Ｙ製品を見てＸ製品の無断コピー品であるとの印象
を持つし、事情にそれほど精通していない需要者は、Ｙ製品
を見て、ＸとＹとが何らかの緊密な関係にあるとか、ＹがＸ
から許諾を受けている等の印象を受けるおそれがある、②不
競法２条１項１号が種々の行為類型を定めているのは、譲渡
時のみならず、広く需要者が商品に触れることで混同が生じ
得る時点にも保護を及ぼす趣旨と解されるから、仮に、商品
の譲渡時には出所の混同が生じないとしても、これをもって
直ちに混同のおそれが否定されるものではなく、需要者が製
品に触れることで混同が生じ得るのであれば、混同のおそれ
があるというべき旨主張する。

しかし、上記①については、Ｘ製品が需要者の間でよく知
られた製品であったとしても、前記……のとおり、中圧Ｂの
ガス遮断弁の需要者にとって、製品の形態から想起し得る出
所自体がその購買行動に与える影響は極めて限定的というべ
きであるから、Ｙ製品の形態が、需要者をして、Ｙ製品を製
造又は販売する者とＸとの間に許諾その他の緊密な関係があ
ると誤信するおそれがあるとは認められない。上記②につい
ては、Ｙのいかなる行為をもって『広く需要者が商品に触れ
ることで混同が生じ得る時点』が生じるとする趣旨か判然と
しないが、その点を措くとしても、前記……のとおり、需要
者は、取引に際して、当該製品の安全性及び信頼性のほか、
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その出所（製造元及び販売元）についても慎重に確認した上
で製品を購入するといえ、仮に、需要者が、製品の形態から
特定の出所を想起し得るとしても、相応の期間と調整を要す
る取引の過程において、容易にその出所を識別するに至ると
いえるから、そのことのみをもって混同のおそれがあると認
めることはできない。Ｘの主張はいずれも採用することがで
きない」
「以上のとおり、Ｙ製品の販売等により、需要者がＹ製品

をＸ製品と誤認混同するおそれがあるものとは認められない
から、その余の争点について判断するまでもなく、ＹがＹ製
品を販売等することは、不競法２条１項１号の不正競争行為
に該当するとはいえない。したがって、Ｘの請求は、その余
の争点につき検討するまでもなく理由がない」

◆評釈－結論反対・理由反対－
１．本判決の位置付け

本判決は、中圧Ｂのガス遮断弁というＸ製品およびＹ製品
の性質、当該製品の需要者がそれを購入する際の過程、これ
らの諸要素と製品の形態自体の関係などに照らすと、需要者
は当該製品の出所を慎重に確認してからそれを購入するた
め、仮に需要者が当該製品の形態からその出所を想起し得る
としても、相応の期間と調整を必要とする当該製品の取引過
程で容易にその出所を識別できるとして、当該製品の形態か
ら想起し得る出所自体が需要者の購買行動に与える影響は極
めて限定的であるから混同を生じない旨を判示する。

本判決と同様に、商品の形態それ自体が備える自他識別機
能ないし出所表示機能よりも、当該商品の需要者が有する知
見、当該需要者が当該商品を購入するに至る過程、および当
該商品の広告宣伝態様といった取引の実情を重視して混同を
否定した事例としては、以下のようなものがある。

大阪地判昭和35年５月30日「ファースト・プリンター事 
件」※２は、オフセット印刷機につき、被告の提供に係る商品
には被告の商標が付されていること、当該商品が高額かつ少
量の販売に係るものであって需要者に直接販売されること、
販売員が両商品の相違について説明していること、需要者が
官庁・公社・商社などの特定層に限られていること、当該需
要者は製造元・性能・価額などの点について十分な調査検討
を行ったうえで当該商品を購入すること、アフターサービス
の約定があること、および両商品の混同を生じた事例もない
ことから、混同を生じない旨を判示する。

大阪地判昭和62年３月18日「回転灯事件」※３は、回転灯の
機種を選択する際の基準となるのは、その用途に応じた電圧
などの仕様と精度および耐熱性といった品質であり、その点
の保証となる製造会社名や商標であって、その形態や色彩な
どは副次的なものにすぎないこと、カタログをもとに機種な
どを指定してその選択がなされるのが一般的であることか
ら、回転灯の形態ないしそれと色彩との組み合わせは商品等
表示に該当しない旨を判示する。

大阪地判平成７年７月11日「F1タイヤテーブル事件」※４は、
カーレースで使用されたタイヤを利用したテーブルにつき、
当該商品の需要者はカーレースに関心があって詳細な知識を
有する者であること、そのような需要者であれば当該タイヤ
が使用されたカーレースをF1とF3で混同しないこと、原告
商品と被告商品には５倍以上の価格差があること、両商品に
用いられるタイヤの形態が異なること、被告はF1レースで
使用されたタイヤを利用したテーブルであることを強調した
広告宣伝を行っていること、および当該需要者の間ではF1
関連商品は被告の提供に係るものである旨が認知されていた
ことから、混同を生じない旨を判示する。

上記のとおり、本判決における当該商品の形態それ自体が
備える自他識別力ないし出所表示機能よりも当該商品を巡る
取引の実情を重視して混同を否定する点については、従前の
判例にも現れている。一方、長年にわたって市場に競合品が
存在せず、圧倒的な市場占有率を占めていたとしても、当該
商品を巡る取引の実情によれば混同が否定され得る旨を判示
した点に本判決の先例的意義がある。

２．不２条１項１号所定の混同惹起行為について
本件で問題になった不２条１項１号所定の混同惹起行為

は、同種の商品または営業（以下、あわせて「商品など」と
いう）について自らの提供に係るものと他人の提供に係るも
のとを区別し得る自他識別機能ないし特定の表示が付された
商品などが特定人の提供に係るものであることを示す出所表
示機能を備えている商品等表示のなかでも周知なものが有す
る顧客吸引力を保護することにより、周知表示主の営業上の
信用を維持するとともに、事業者間の公正な競争を確保し、
もって取引者ないし需要者に生じる商品などについての出所
の混同を防止しようとするものである※５。同号所定の混同と
は、需要者に僭

せん

用
よう

者の提供に係る商品などを周知表示主の提
供に係る商品などであると誤認させることをいう。
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混同の態様としては、本判決も判示するように、僭用者と
周知表示主とが同一の営業主体であると需要者に誤認させる

「狭義の混同」はもとより、親子会社や系列会社であるなど
の緊密な営業上の関係、または同一の表示を利用した商品化
事業を営むグループに属するといった何らかの関係性がある
と需要者に誤認させる「広義の混同」も含まれる※６。

さらに、本号所定の「混同を生じさせる」とは、現実に混
同を生じさせていなくとも、混同のおそれをもたらせば足り
る。もっとも、それは抽象的な危険性ではなく、具体的な危
険性が存在する必要がある※７。

３．本判決の判示事項について
まず、本判決は、Ｘ製品とＹ製品がともに事業用の比較的

高圧な中圧Ｂを使用するボイラーやバーナーの自動遮断弁で
あって、大規模な商業施設や工場の暖房・熱源設備用のため
に用いられるものである旨、およびＹ製品がＸ製品の互換品
である旨を判示している。そうであれば、両製品の使用目的
ないし使用態様は一致していると思われるところ、本来であ
ればこのことは混同が認められる方向に作用する要素である
と考えられる※８。

次に、本判決はガスボイラーを製造する専門業者のほか、
ガスボイラーに使用するガスバーナーを製造する専門業者や
中圧Ｂガスを用いるボイラーまたはバーナーの販売などを業
とする専門事業者が、Ｘ製品とＹ製品の主たる需要者である
と判示している。

ここで、本号所定の「需要者」とは、その商品などの取引
者ないし最終消費者のことをいい、取引者には直接の取引の
相手方に限らず、最終需要者に至る各段階におけるおのおの
の取引者も含まれるものである※９。

本判決はＸ製品およびＹ製品に係る中圧Ｂのガス遮断弁を
用いたボイラーまたはバーナーを設置するのは工場や商業施
設であると判示しているところ、両製品を直接的に購入する
のは中圧Ｂガスを用いるボイラーまたはバーナーの販売など
を業とする専門事業者であるかもしれないが、両製品を実際
に使用する者つまり最終需要者は上記のような工場や商業施
設であると考えられる※10。このような工場や商業施設はボ
イラーまたはバーナーの販売などを業とする者ではないか
ら、中圧Ｂのガス遮断弁について上記のような専門事業者ほ
どの知見を有していないと考えられる。

そうすると、両製品の機能や性質よりもむしろ視認性に富

んだ形態からその出所を把握する可能性が高く、その結果Ｙ
製品をＸの提供に係るものと誤認するおそれが生じ得る。

さらに、本判決は中圧Ｂのガス遮断弁に不具合が生じた場
合、これを用いたボイラーまたはバーナーを設置する工場や
商業施設の稼働などに多大な支障を生じるおそれがあると判
示している。そうすると、仮にこのような工場や商業施設に
おいて用いられているＹ製品が不具合を生じた場合に、工場
などがそれをＸの提供に係るものと誤認すれば、少なくとも
間接的には中圧Ｂガスを用いるボイラーまたはバーナーの販
売などを業とする専門事業者がＸ製品を今後も選択するか否
かに悪影響を与えることになろう。

すなわち、Ｘ製品に自他識別機能が備わっているとすれば、
その出所表示機能や品質保証機能を害し、Ｘの営業上の信用
が毀損されるおそれがあると考えられる※11。以上の理由か
らＸ製品とＹ製品の需要者が上記のような専門事業者である
旨の本判決の判示は必ずしも妥当ではないと思われる。

仮に、本判決が判示するように、Ｘ製品とＹ製品の需要者
が中圧Ｂガスを用いるボイラーまたはバーナーの販売などを
業とする専門事業者であるとしよう。そうすると、両製品の
需要者は、それについて知見の乏しい一般大衆などではなく、
一定の知見を有する専門家であると考えられる。

また、前記のようなＸ製品とＹ製品の使用目的および使用
態様からすると、両製品は日用品といった一般大衆向けの商
品などではなく、事業者向けの商品であると思われる。

さらに、本判決によれば、Ｙ製品は、その重量が25 ～
26kgであるとされているため容易に持ち運べるものではな
く、その価格は50万円前後と比較的高額であると認定されて
いることからも、事業者向けの商品であると考えられる。

上記のようなＸ製品とＹ製品の需要者の性質ならびに両製
品の性質によれば、本判決が判示するように、両製品の需要
者はその出所について慎重に確認したうえで製品を購入する
から混同は起こりにくいといえるかもしれない※12。

しかしながら、本判決はＸ製品とＹ製品の需要者はともに
中圧Ｂガスを用いるボイラーまたはバーナーの販売などを業
とする専門事業者であって共通していると判示しているとこ
ろ、両製品の需要者が一致していることは本来的には混同が
認められる方向に作用するはずである※13。

また、Ｘ製品とＹ製品の需要者が一定の知見を有すること
や本件製品が事業者向けの商品であることを主たる理由とし
て混同を否定するとすれば、このような場合にあっては僭用
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者による周知表示主の営業上の信用へのタダ乗りや毀損を防
止することができなくなり、前記のような混同惹起行為を規
制すべき目的にそぐわないことになる※14。

そして、前記のようなＸ製品とＹ製品の共通性からすると、
両製品の間には技術的ないし機能的な差異はあまり存在せ
ず、このような場合にあってはむしろ商品の形態それ自体に
自他識別機能ないし出所表示機能を発揮させることで、自身
の提供に係る商品の個性化ないし他者の提供に係る商品との
差別化を図るようになると思われる※15。

さらに、本判決はＸ製品が昭和60年の発売開始から約10
年間は市場に競合品がない状態であったとともに、Ｙが平成
６年ごろに旧製品の販売を開始したにもかかわらず、Ｘ製品
はその後も中圧Ｂガス供給用のガスバルブ市場において圧倒
的な市場占有率を維持している旨を判示しているところ、そ
うであればＸ製品の形態それ自体が自他識別機能ないし出所
表示機能を強力に発揮している可能性がある。

このことは本来的には混同が認められる方向に作用する要
素であり※16、このようなＸ製品の形態に化体したＸの営業
上の信用にＹがタダ乗りすることはまさに混同惹起行為とし
て規制されるべき行為である※17。

また、本判決は、ＸがＸ製品に係るテレビCMやチラシを
使用した宣伝を行っていないこと、ならびにＸ製品を紹介す
るホームページやＹ製品を紹介するカタログにおいても両製
品の形態について特段言及されたり強調されたりしていない
ことを混同のおそれを否定すべき事情として考慮する。

確かに商品の形態は本来的には商品の機能を発揮させたり
その美観を向上させたりすることなどを主な目的として施さ
れるものであって、商標のように自他識別機能や出所表示機
能を発揮させることを第一義的な目的とすることは少ないで
あろう。しかしながら、このような性質を有する商品の形態
であっても、以下のような事情により自他識別機能や出所表
示機能を発揮するようになる場合があり、そのような商品の
形態には周知表示主の営業上の信用が化体し得る※18。

すなわち、従前の判例ないし学説によれば、上記のような
商品形態が商品等表示に該当するといい得るためには、当該
商品形態が同種の商品から区別し得る特徴（特別顕著性）を
有しており、かつ、長期間継続的かつ独占的に使用されるか、
あるいは短期間であっても強力な広告宣伝を伴って使用され
たり爆発的な販売実績があったりすることなどが必要である
とされている※19。

このような従前の判例ないし学説の見解によれば、本件に
おいてＸ製品は長期間継続的かつ独占的に使用されていると
ころ、Ｘ製品に特別顕著性が備わっていれば、Ｘ製品は商品
等表示に該当し得ると考えられる。

そうすると、本判決が判示するように、ＸがＸ製品に係る
テレビCMやチラシを使用した宣伝を行っていないこと、お
よびＸ製品が紹介されているホームページやＹ製品が紹介さ
れているカタログにおいても両製品の形態について特段言及
されたり強調されたりしていないことにウェイトを置いて混
同のおそれを否定するとすれば、Ｘ製品に化体する営業上の
信用を十分に保護することができないと思われる。

そもそも、商品等表示として保護されるためには、特定の
表示に係る商品などが抽象的な一定の出所から提供されるも
のであると需要者の間に認識されているという客観的な事実
状態があれば十分である。

すなわち、需要者が当該商品形態を商品等表示として捉え
ているか否かといった需要者の主観的な事情は、その商品形
態が商品等表示として保護されるかどうかとは直接的には関
係がない。また、Ｘ製品の形態が需要者にそれがＸの提供に
係る製品であるとまで認識させることができるといったよう
に、商品等表示として保護されるためにはその表示が商品な
どの具体的な出所まで需要者に認識させ得る必要まではない
はずである※20。

そうすると、本判決が判示するように、Ｘ製品もＹ製品も
その需要者が専門事業者であるとすればテレビCMやチラシ
といった一般大衆向けの広告宣伝を行う必要はそもそもない
と考えられる。また、Ｘ製品もＹ製品もその機能や品質が重
視される商品であるとすれば、なおさらこれがＸまたはＹの
提供に係るものであることを需要者に認識させるべくホーム
ページやカタログで特段製品の形態に言及したり強調したり
する必要もない。

したがって、このようなＸ製品およびＹ製品の需要者およ
び商品の特質によれば、本判決が判示するように、上記のよ
うな広告宣伝態様にウェイトを置くと、混同のおそれを不当
に低く評価することになるように思われる。

最後に、本判決は、Ｙ製品がＸ製品の性能やアフターサー
ビスに対する不満を持つ顧客からの要望を受け、Ｘ製品の互
換品として開発・販売されるに至ったものであると認定して
いる。このことはＸとＹが競合関係にあることを示しており、
混同が認められる方向に本来作用するはずである※21。
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このような後発競業者であるＹが前述の本号の目的である
公正な競争秩序を維持すべく、先発者であるＸとの間で混同
が生じないように適切な手段を講じたか否かが、混同のおそ
れの有無を判断する際に検討されるべきであろう※22。

例えば、Ｙ製品にＹの名称やＹの商標を付するなどして、
需要者にＹ製品の出所を明示していれば混同のおそれを低減
することになるが、それを明示していなければ混同のおそれ
を増大することになる※23。

もっとも、Ｙがこのような措置を講じたからといって、混

同のおそれが全くなくなり、混同惹起行為に該当する可能性
が完全になくなるわけではない。

以上の検討より、本件については、Ｘ製品の形態とＹ製品
の形態の同一性ないし類似性についても検討したうえで、そ
れが高ければ混同の具体的な危険性があり、混同のおそれは
十分に認められると考える※24。したがって、本判決の結論
および理由に反対する。
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